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普通財産公売の概要 

 

現 地 説 明 

公売物件に関する説明を現地で行いますので、入札参加希望者はできる限りご参加くだ

さい。 

開催日時：令和８年８月２８日(金) 

午前９時３０分～午前１１時３０分の時間帯に物件所在地で行います。 

※現地説明への参加には予約が必要です。（詳しくは P.３参照） 

⇓  

入札参加申込み 

入札参加希望者は、本市指定の入札参加申込書に所定の事項を記入、押印のうえ、受付

期間に受付場所まで直接お持ちください。（詳しくは P.４参照） 

期 間：令和８年９月７日(月)から９月１１日(金)までの午前９時３０分～午後４時 

場 所：大田原市総務課管財係（市役所本庁舎６階） 

※入札への参加は当該入札参加申込書を提出した者に限ります。 

⇓  

入 札 

下記により入札を行います。入札には、申込者本人又は代理人が必ず出席してください。 

入 札 日：令和８年１０月８日(木) 

      受付 午前９時～午前９時３０分 

      開札 午前９時５０分 

入札場所：市役所本庁舎６階 ６０２会議室 

入札保証金として、入札額の１００分の５以上の金額を納付していただきます。 

⇓  

開札・落札者の 

決 定 

開札時間に開札し、入札場所において直ちに落札者を決定します。 

※市が定める最低入札価格以上で最高の価格をもって入札した者を落札者とします。 

⇓  

契 約 

落札者は、落札決定の日から１０日以内に売買契約を締結していただきます。 

（収入印紙は落札者の負担となります。） 

契約保証金として、落札額の１００分の１０以上の金額を納付していただきます。 

⇓  

売 買 代 金 の 

支 払 い 

売買代金（契約保証金との差額）を市が指定する日（売買契約締結後３０日以内）まで

に、一括して納付いただきます。 

⇓  

所 有 権 の 移 転 

・ 

不動産の引渡し 

所有権は売買代金完納と同時に移転します。登記に必要な書類を提出いただいた後、本

市が登記の手続きを行いますが、諸費用（登録免許税等）は落札者の負担となります。 

不動産の引渡しは、所有権移転登記の完了をもって引渡といたします。 
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公売物件一覧表（令和８年度第１回） 

 

物件 

番号 
所 在 地 地目 面 積 最低入札価格 

1 大田原市城山二丁目 1976 番 3 宅地 206.96 ㎡ 2,090,000 円 
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令和８年１０月８日(木)に大田原市が行う「不動産の売払い」の一般競争入札に参加される方

は、次の事項をご了承のうえ入札に参加してください。 

 

１．入札物件 

「公売物件一覧表」（P.２）及び「物件調書」（P.11）のとおりです。 

 

２．現地説明 

⑴ 期日及び時間 

  令和８年８月２８日(金) 午前９時３０分～午前１１時３０分 

   ※現地説明をご希望される方は、令和８年８月１７日(月)から８月２１日(金)までの 

午前９時３０分～午後４時に総務課管財係（TEL:0287-23-8795）まで予約してくださ

い。 

⑵ 説明場所 

  各公売物件の所在地 

注）現地説明に参加されなくても入札には参加できますが、各種説明事項はすべて承知され

ているものとみなします。 

 

３．契約にあたって付する主な特約 

⑴ 公序良俗に反する使用の禁止 

① 売払物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のため

に利用するなど公序良俗に反する用に使用してはならない。 

② 売払物件の所有権を第三者に移転する場合には、①の使用の禁止を書面により承継させ

るものとし、当該第三者に対して①の定めに反する使用をさせてはならない。 

⑵ 風俗営業等の禁止 

① 契約締結の日から５年間、売払物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性

風俗関連特殊営業の用に使用してはならないこと。 

② 契約締結の日から５年以内に売払物件の所有権を第三者に移転する場合には、その残存

期間について①の使用の禁止を書面により承継させるものとし、当該第三者に対して①の

定めに反する使用をさせてはならないこと。 

③ 契約締結の日から５年以内に売払物件を第三者に使用させる場合には、その残存期間に

ついて、当該第三者に対して①の定めに反する使用をさせてはならないこと。この場合に

おいて、買主は、①の使用の禁止を免れるものではないこと。 

⑶ 実地調査等 

⑴⑵について、本市が必要と認めるときは実地調査を行いますが、買主には協力義務があ

ります。 

 

普通財産公売一般競争入札実施要領  
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⑷ 違約金 

⑴⑵の特約に違反したとき又は買受人に偽りその他の不正な行為があったときは売買代金

の３割を違約金として大田原市に支払っていただきます。なお、違約金に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額は切り捨てるものとします。 

⑸ 買戻特約 

⑴⑵の特約に違反したとき又は買受人に偽りその他の不正な行為があったとき又はこれら

の行為に該当する恐れがあるときは、⑷の違約金の徴収に加えて、不動産の買戻しをするこ

とができるものとします。 

買戻しの期間は、契約締結日から５年間とします。また、買戻しの特約登記をすることが

あります。詳しくは「不動産売買契約書」（P.13～P.17）をご確認ください。 

 

４．入札に参加する者に必要な資格 

次のいずれかに該当する者は、入札に参加することができません。また、随意契約（P.９の

12 参照）についても同様とします。 

⑴ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。 

⑵ 大田原市における不動産の売払いに係る契約手続きにおいて次の事項のいずれかに該当す

ると認められる者で、その事実があった後、２年を経過していない者。その者を代理人、支

配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とします。 

① 競争入札において、その公正な入札を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは

不正の利益を得るために連合した者。 

② 落札者が契約を締結すること又は契約の相手方が契約を履行することを妨げた者。 

③ 落札したにもかかわらず正当な理由がなく、契約締結期間内に契約を締結しなかった者。 

④ ①～③のいずれかに該当する事実があった後、２年を経過しない者を契約の履行に当た

り代理人、支配人、その他の使用人として使用した者。 

⑶ 買受けた不動産を、暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために

利用する等公序良俗に反する用に使用しようとする者。 

⑷ 次の事項のいずれかに該当すると認められる者。 

① 大田原市から直接に又は第三者を経由して不動産を買受け又は借受けた者で、当該不動

産に係る公序良俗に反する使用の禁止の定めに違反した者。 

② ①に該当する法人その他の団体の代表者、理事、取締役、支配人その他これらに類する

地位（以下「代表者等の地位」という。）に現にある者及び違反時にあった者。 

③ ①又は②に該当する者が代表者等の地位にある法人その他団体。 

 

５．入札参加申込み 

⑴ 受付期間及び時間 

令和８年９月７日(月)から９月１１日(金)までの午前９時３０分～午後４時 

⑵ 受付場所 

大田原市総務課管財係（市役所本庁舎６階） 
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⑶  提出書類 

①  普通財産公売一般競争入札参加申込書（様式第１号）※実印で押印 

②  委任状（様式第３号）及び受任者本人と確認できるもの（代理人により申請及び契約

をしようとする場合のみ、運転免許証・マイナンバーカード（表面）・パスポートなど） 

個 人 法 人 

③ 住民票（抄本）マイナンバー省略のもの 

④ 印鑑登録証明書 

⑤ 成年後見登記に関する証明（登記され

ていないことの証明書） 

 ※各法務局で交付を受けてください。（支

局では取り扱っていませんのでご注意

ください） 

 ※詳しくは最寄りの法務局にお問い合わ

せください。 

⑥ 身分証明書（破産者等に該当しないこ

との証明書） 

 ※本籍地の市区町村で交付を受けてくだ

さい。 

③ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

④ 印鑑証明書 

 

※ ③④⑤⑥については、発行後３カ月以内のものに限ります。 

※ 申込者から一度ご提出いただいた書類は、理由にかかわらず一切返却できません。 

⑷ 申込みに当たっての留意事項 

① 郵送による申込みは受け付けません。 

② 落札後の売買契約及び所有権移転登記は、入札参加申込書に記載された名義でしか行い

ません。 

③ 入札参加申込物件の変更は、入札参加申込み受付期間に限りできます。 

④ 申込み受付を完了し、入札参加資格の適合を確認した後に、入札参加者証を郵送します。

入札参加者は、入札当日必ず持参してきてください。 

 

６．入札及び開札 

⑴ 入札及び開札の日時及び場所 

①  入札日時 

令和８年１０月８日(木)   受付時間 午前９時～９時３０分 

開札時間 午前９時５０分 

②  入札及び開札場所 

市役所本庁舎６階 ６０２会議室 

⑵ 持参品等（当日入札場所にお持ちいただくもの） 

① 入札書（様式第２号） 

② 入札参加者証（様式第４号） 

③ 実印（代理人により入札及び契約をしようとする場合は委任状に押印されている代理人
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の印） 

④ 入札保証金（入札金額の１００分の５以上の金額） 

⑤ 身元を証明する書類（運転免許証・マイナンバーカードなど） 

⑥ 委任状（代理人により入札を行う場合のみ必要） 

⑦ 普通財産公売一般競争入札応募要領（入札手続きの説明に使用） 

⑶ 入札保証金 

① 入札参加者は、入札保証金として入札金額の１００分の５以上（円未満切上げ）の金額

を、現金又は銀行振出の自己宛小切手（振出日から起算して、５日以内の小切手）で、入

札開始前に納めなければなりません。 

② 落札者以外の入札保証金は、開札後直ちに入札者に返還いたします。 

③ 入札保証金には、利息を付さないこととします。 

④ 落札者が売買契約を締結しないときは、入札保証金は返還いたしません。 

⑤ 再度入札の際に、入札保証金を追加する必要が生じることがあります。 

［銀行振出の自己宛小切手］ 

銀行振出の自己宛小切手とは、金融機関が自己を支払人として振り出すもので、「預金小切

手」（預手）とも言います。 

一般には金融機関に現金を持参するか、定期預金を担保にすることにより作成することが

できます。（金融機関や作成する金額により本人確認資料の提出を求められる場合がありま

す。あらかじめ、各金融機関にお確かめください。）ただし、次の要件を備えてえなければな

りません。 

① 振出人、支払人とも同一金融機関であること。 

② 持参人払式であること。 

③ 振出日から５日以内であること。 

④ 電子交換所に参加している金融機関が振り出した小切手であること。 

※ 個人振出の小切手は、入札保証金として納めることはできません。 

［銀行の自己宛小切手の見本］ 

 

⑷ 入 札 

① 入札参加者は、所定の入札書（様式第２号）に必要な事項を記載し、記名押印（実印に

限る）のうえ、入札箱に投入してください。なお、入札の当日出席しなかった者又は入札

の締切り時間に遅刻した者は、棄権とみなします。 
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② 入札は、代理人に行わせることができます。代理人は、所定の入札書に必要な事項を記

載し、記名押印（委任状に押印されている代理人の印）のうえ、入札箱に投入してくださ

い。この場合には、委任状を入札受付時にご提出ください。 

③ 入札金額は、物件の価格の総額を表示してください。 

④ 入札者は、その投入した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできません。 

⑤ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

・ 入札書を所定の日時を過ぎて提出したとき。 

・ 入札書の金額その他主要な事項の記載が確認し難いとき。 

・ 入札書に記名及び押印がないとき。 

・ 一つの入札に対して２通以上の入札書を提出したとき。 

・ 入札保証金を納付せず、又はその金額に不足があるとき。 

・ 代理人による入札の場合においては、委任状を提出しないとき。 

・ 入札者及びその代理人が他の入札代理人となり、又は数人共同して入札をしたとき。 

・ 入札者の資格のない者が入札したとき。 

・ 所定の入札書以外により入札したとき。 

・ 鉛筆、シャープペンシルその他の訂正の容易な筆記具により入札書に記入したとき。 

・ 入札書の金額を訂正して記入したとき。 

・ 入札にあたり、他人を脅迫し、その他不正の行為があった者の入札。 

・ 入札に関し、担当職員の指示に従わなかった者の入札。 

・ 酒気を帯びて入札した者の入札。 

・ 郵送による入札。 

・ 前各項目に掲げるもののほか、特に指定した事項に違反したとき。 

⑸ 開 札 

① 開札は、入札締切り後直ちに入札者立会いのもとで行います。 

② 入札者が開札に立ち会わない時は、当該入札事務に関係のない大田原市職員を立ち会わ

せます。 

③ 開札に立ち会わなかった場合、開札の結果について異議を申し立てることはできません。 

⑹ 落札者 

① 落札者は、市が定める最低入札価格以上で、最高の価格をもって入札した者とします。 

② 落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせて落札者を決定します。この場合において、くじを引かない者があるときは、こ

れに代えて当該入札事務に関係のない大田原市職員にくじを引かせます。 

⑺ 再入札 

① 開札をした場合に、市が定める最低入札価格以上の入札がないときは、再入札を行う場

合があります。 

② 再入札の回数は１回とします。 

③ 再入札に参加することができる者は、その前回の入札に参加した者のうち、当該入札が

⑷⑤の規定により無効とされなかった者に限ります。 

④ 再入札を行う場合には、初度の入札に対する入札保証金の納付をもって再入札における



8 

 

入札保証金の納付があったものとみなします。 

ただし、この場合においても入札保証金は入札金額の１００分の５以上が必要であり、

入札保証金に不足が生じる者は、直ちに不足分の入札保証金を納めなければなりません。 

⑻ 入札の中止 

① 不正な入札が行われるおそれがあると認められるとき、又は災害その他入札の実施が困

難な特別の事情が生じた場合は、入札の中止または延期をすることがあります。 

② 入札を中止又は延期した場合、入札者及び入札に参加しようとする者が損失を受けても、

市は補償の責めを負いません。 

 

７．契 約 

⑴ 契約の締結 

落札者は、落札決定の日から１０日以内に、契約保証金として落札金額の１００分の１０

以上（円未満切上げ）の金額を現金又は銀行振出しの自己宛小切手で納付し、同期日までに

売買契約を締結していただきます。ただし、同期日までに売買契約を締結しないときは、そ

の落札の決定は無効とし、落札者が納付した入札保証金は、市に帰属されます。 

なお、代理人により契約を締結する場合、委任状と委任状に押印された代理人の印が必要

です。 

⑵ 契約の確定 

契約は、大田原市が落札者とともに不動産売買契約書に記名押印した時に確定します。 

⑶ 契約保証金 

① 契約確定と同時に、入札保証金の全額を契約保証金に充当します。 

② 契約保証金は、売買代金と契約保証金との差額の支払いと同時に、売買代金に充当しま

す。 

③ 契約者が売買代金を支払期日までに納入しないなどの理由により、売買契約を解除した

場合には、契約保証金は大田原市に帰属されます。 

⑷ 契約の解除 

買受人が次の各号のいずれかに該当するときは、売買契約を解除します。 

① 売買代金の納入を怠ったとき。 

② 買受人から契約解除の申し出があったとき。 

③ 公序良俗に反する使用の禁止の定めに違反したとき。 

④ 買受人に偽りその他不正な行為があったとき。 

⑤ 前各号に定めるもののほか、市長が特別の事情があると認めたとき。 

 

８．契約の条件 

⑴ 売買契約から引渡しまでの間に、売買物件が市の責任でない原因で滅失したり、毀損した

りした場合の損失については、契約者の負担とします。 

⑵ 契約者は、売買契約締結後、売買物件が契約の内容に適合しないものであるときは、引渡

しの日から２年以内に大田原市に通知したものに限り、修補請求、損害賠償請求又は契約の

解除をすることができます。この場合、契約者は市に対し、協議の申し入れをすることがで

きます。  
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９．売買代金の支払期限 

売買代金は、市が発行する納入通知書により市が指定する日（売買契約締結後３０日以内）

までに一括して支払わなければなりません。 

 

10．契約費用及び公租公課等 

次の各号に係る費用は落札者の負担となります。 

⑴ 契約書に貼付する収入印紙の費用。 

⑵ 所有権の移転登記に必要な登録免許税。 

［登録免許税］ 

【土地】登録免許税額＝課税標準額×１５／１，０００（令和１１年３月３１日まで） 

※課税標準額：固定資産税課税台帳価格（入札物件の近傍宅地の固定資産税課税台帳に比準して算定） 

⑶ 落札者を義務者として課される公租公課。（内容については、関係機関にご確認ください。） 

⑷ その他契約に要する費用。 

 

11．所有権の移転及び不動産の引渡し 

⑴ 所有権は、売買代金完納と同時に落札者に移転します。なお、登記の手続きは本市が行い

ます。 

※登記に際して、住民票等（法人にあっては商業登記簿謄本等）必要書類の提出をお願い

します。 

⑵ 売買物件の引渡しは、所有権移転登記の完了をもって、現状有姿のまま引渡しをしたもの

とします。 

 

12．随意契約 

入札物件について、入札者がないとき又は再入札を実施しても落札者がないときは、再度売

払い予定価格を設定し、随意契約により売り払う場合があります。 

申込方法等の詳細は、「普通財産公売（随意契約）申込みについて」でお知らせしますので、

令和８年１１月２日(月)以降に総務課管財係へお問い合わせいただくか、市ホームページでご

確認ください。 

 

13．その他 

⑴ 地盤調査、汚染物調査、地下埋設調査等は行っておりません。 

⑵ 地下埋設物等の撤去費用、基礎補強工事費等（地盤調査費を含む。）は土地購入者の負担と

なります。 

⑶ 入札に参加しようとする方は、本要領に記載された事項について熟知しておいてください。

なお、物件調書・案内図・画地図等は参考資料としてご利用ください。また、不動産の利用

制限等については、あらかじめ各自で関係機関にご確認ください。 

⑷  案内図等は、道路の整備や建物の新築などにより現況と相違している可能性があります。 

また、案内図等に記載されている数字は、建物の階数や土地のレベル等を表すものですが、 

現況と相違している可能性があります。 
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なお、現況と異なる場合は現況が優先します。 

⑸  画地図は、あらかじめ現地の概要をつかんでいただくために作成した図面で、現況をすべ

て正確に表したものではありません。現地の状況は、必ず入札参加者自身でご確認くださ

い。なお、現況と異なる場合は現況が優先します。 

⑹  本物件の南側境界線手前に設置されている市所有のフェンスおよびブロック塀について

は、本物件に含めて現状のまま売却となります。 

⑺  本物件内に市の看板が２基設置されています。当該看板の取り扱いについては、落札後に

市と土地購入者との間で協議が必要となります。 



物　　件　　調　　書

物 件 番 号 １（令和８年度第１回） 最低入札価格 2,090,000 円

所 在 地 大田原市 城山二丁目１９７６番３

面 積 206.96 ㎡ 地 目 宅地（現況：雑種地）

接 面 道 路 等 の
幅 員 及 び 構 造

北側幅員約18.0ｍの国道461号線に接面予定
（栃木県で３・４・１号中田原美原線街路工事中）

法 令 等 に
基 づ く 制 限

都 市 計 画 区 域 都市計画区域内

用 途 地 域 商業地域

建 ぺ い 率 ８０％ 容 積 率 ４００％

防 火 地 域 等 ー そ の 他 の 制 限 ー

交 通 機 関
バ ス 市営バス城山停留所まで約20m（金田方面循環線）

鉄 道 ＪＲ東北新幹線那須塩原駅まで約8.0㎞

供 給 処 理
施 設

上水道　接続可 下水道　接続可 プロパンガス

公 共 施 設

大田原小学校 南に約0.4㎞

若草中学校 南東に約1.9㎞

市役所 北西に約1.7㎞

公 的 医 療 機 関 那須赤十字病院 北東に約2.0㎞

案 内 図

特 記 事 項

　本物件は現状有姿での引き渡しとなります。地盤調査、土壌汚染調査および地下埋設物
調査等は実施しておりません。過去の土地の利用状況等から、地中に産業廃棄物等が埋設
されている可能性があります。引き渡し後に土地の掘削、または地中障害物等の撤去・処
分が必要となった場合でも、市は費用負担、損害賠償、契約解除等の責任を一切負いませ
ん。また、埋設物や土壌汚染等の瑕疵が判明した場合であっても、市は契約不適合責任を
一切負わないものとします。

　本物件の南側境界線手前に設置されている市所有のフェンスおよびブロック塀について
は、本物件に含めて現状のまま売却となります。
　また、本物件内に市の看板が2基設置されています。当該看板の取り扱いについては、落
札後に市と土地購入者との間で協議が必要となります。

　住宅等を建築する際、地盤調査の結果による基礎補強工事費等（地盤調査費を含む。）
は、土地購入者の負担となります。
　上下水道の引込工事に伴う申請手数料や工事費等の費用についても、土地購入者の負担
となります。

　入札参加者におかれましては、事前に現地調査を行い、上記のリスクおよび現況を十分
に検討・承知された上で入札に参加してください。

11

物件調書は、概要を把握するための参考資料です。必ず、ご自身で現地及び諸規制等の調査・確認を

行ってください。異なる事項があった場合は、現況を優先します。

大田原小学校

金燈篭

大田原市立図書館

トコトコ大田原

物件所在地



道
　
路

道　　路

売 払 物 件 画 地 図

物件番号1 Ｎ

11.193
8.128

境界点＋

5.142
6.023 10.714 9.059

7.633

＋ ＋

＋＋＋

＋

＋

＋
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不 動 産 売 買 契 約 書 

 

 

 

売渡人 大 田 原 市（以下「甲」という。）と買受人    （以下「乙」と

いう。）とは、次の条項により不動産の売買契約を締結する。 

 

（売買不動産） 

第１条 甲は、その所有する次の不動産（以下「売買不動産」という。）を現状

有姿のまま乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。 

不動産の 

種  類 
所 在 地  番 地  目 地  積 

土 地 大田原市城山二丁目 1976 番 3 宅 地 206.96 ㎡ 

 

（売買代金） 

第２条 売買代金は、金         円とする。 

 

（契約保証金） 

第３条 乙は、契約保証金として金       円をこの契約締結と同時に

納入するものとする。 

２ 前項の契約保証金のうち、金       円は入札保証金より充当する

ものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、第１９条に定める損害賠償額の予定又はその一部

とは解釈しないものとする。 

４ 第１項の契約保証金には、利息は付さないものとする。 

５ 甲は、乙が第４条に定める義務を履行したときは、第１項に定める契約保

証金を売買代金に充当するものとする。 

６ 乙が第４条に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金

は、甲に帰属するものとする。 

 

（売買代金の納入） 

第４条 乙は、売買代金のうち前条第１項に定める契約保証金を除いた 

金         円を、甲の発行する納入通知書により、納入通知書に

記載された納期限までに、甲の指定する金融機関に一括して納入しなければ

ならない。 

 

（所有権の移転及び所有権移転登記の嘱託） 

第５条 売買不動産の所有権は、乙が売買代金を完納したときに甲から乙に移

転するものとする。 

２ 甲は、乙が売買代金を完納したときは、所有権移転の登記を所轄法務局に

嘱託するものとする。この場合に乙は、登記に必要な書類を甲に提出するも

のとし、登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。 

 
収入印紙 

印 紙 税 法 

第 ５ 条 に 

よ り 非 課 税 
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（売買不動産の引渡し） 

第６条 売買不動産は、前条の規定によりその所有権が乙に移転したときに、

乙に対し現状のまま引き渡しがあったものとする。 

 

（危険負担） 

第７条 この契約締結後、前条の不動産の引き渡しのときまでにおいて、売買

不動産が甲の責めに帰すことができない理由により滅失し、又は毀損した場

合は、その損出は乙の負担とする。 

 

（契約不適合責任） 

第８条 甲は、売買不動産を現状有姿で乙に売り渡すものであり、甲は売買不

動産の品質上の問題（土壌汚染、地中埋設物及び産業廃棄物を含むが、これら

に限られない。）が発見された場合でも、乙に対して一切の責任を負わないも

のとし、乙は追完、代金減額、解除並びに損害賠償を請求すること又は契約の

取消しを主張することができないものとする。 

 

（公序良俗に反する使用の禁止） 

第９条 乙は、この不動産を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に定める暴力団、その他の反社会的

団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用

に使用してはならない。 

２ 乙は、この不動産の所有権を第三者に移転する場合には、前項の使用の禁

止を書面によって承継させるものとし、当該第三者に対して前項の定めに反

する使用をさせてはならない。 

 

（風俗営業等の禁止） 

第１０条 乙は、この契約締結の日から５年間、この不動産を風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第

１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業の用に使用

してはならない。 

２ 乙は、この契約締結の日から５年以内にこの不動産の所有権を第三者に移

転する場合には、その残存期間について、前項の使用の禁止を書面によって

承継させるものとし、当該第三者に対して前項の定めに反する使用をさせて

はならない。 

３ 乙は、この契約締結の日から５年以内にこの不動産を第三者に使用させる

場合には、その残存期間について、当該第三者に対して本条第１項の定めに

反する使用をさせてはならない。この場合において、乙は、第１項の使用の

禁止を免れるものではない。 

 

（実地調査等） 

第１１条 甲は、前２条に定める内容に関し、必要があると認めるときは、乙に

対し、質問し、立入検査を行い、帳簿、書類その他の物件を調査し、又は参考

となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、前２条に定める内容に関し、その事実を証
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する書類その他の資料を添えてこの不動産の利用状況等を直ちに甲に報告し

なければならない。 

 

３ 乙は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げ若しくは隠避し又

は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（違約金） 

第１２条 乙は、第９条及び第１０条に定める義務に違反したとき又は買受人

に偽りその他の不正な行為があったときは、第２条に定める売買代金の１０

０分の３０に相当する金額（ただし、１円未満の端数が生じるときは、これを

切り捨てるものとする。）を違約金として甲に支払わなければならない。 

２ 前項の違約金は、違約罰であり、第１４条第３号及び第１５条第３項第４

号に定める損害賠償額の予定又はその一部とは解釈しない。 

 

（買戻特約及び特約登記） 

第１３条 甲は、乙又はこの不動産の転得者が第９条及び第１０条の定めに違

反したとき又は買受人に偽りその他の不正な行為があったとき又はこれらの

行為に該当する恐れがあるときは、この不動産の買戻しをすることができる

ものとする。 

２ 前項に定める買戻しの期間は、この契約締結の日から５年間とする。 

３ 甲は、前２項の規定に基づく買戻しの特約登記をすることができるものと

する。この場合において、甲が請求したときは、乙は特約登記に必要な書類を

第５条第２項の書類とともに甲に提出しなければならない。 

 

（買戻権の行使） 

第１４条 甲が、前条に定める買戻権を行使するときは、次の各号によるもの

とする。 

⑴ この不動産の売買に伴い乙が支払った売買代金（この不動産の一部につ

いて買戻権を行使する場合にあっては、買戻し対象地の面積がこの不動産

の総面積に占める割合を売買代金に乗じた額）は、乙が第１６条に定める

義務を履行した後、利息を付さないで返金するものとする。 

⑵ 乙が負担した契約費用及びこの不動産に支出した必要費、有益費その他

一切の費用並びに乙が支払った第１２条第１項の規定による違約金は、償

還又は返還しないものとする。 

⑶ 甲に損害があれば、甲は、乙にその賠償を請求することができる。 

⑷ 乙に損害があっても、乙は、甲にその賠償を請求することができない。 

 

（契約の解除） 

第１５条 甲及び乙は、相手方がこの契約に定める義務を履行しないときは、

相当の期間を定めて催告のうえ、この契約を解除することができる。 

２ 次の各号の一に該当するときは、甲は、催告を要しないで直ちにこの契約

を解除することができる。 

⑴ 乙が第９条及び第１０条の定めに違反したとき。 

⑵ 乙に偽りその他不正な行為があったとき。 
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３ 前２項の規定により、甲がこの契約を解除した場合は、次の各号によるも

のとする。 

⑴ 乙が第４条に定める義務を履行していないときは、契約保証金は甲に帰

属し、返還しない。 

⑵ 乙が第４条に定める義務を既に履行しているときは、甲は、乙が次条に

定める義務を履行した後、既納の売買代金から契約保証金相当額を差し引

いたうえで残額を利息を付さないで乙に返還するものとする。ただし、こ

の場合における契約保証金相当額は、第１２条第１項の規定による違約金

の一部又は本項第４号に定める損害賠償額の予定若しくはその一部とは解

釈しない。 

⑶ 乙が負担した契約費用及びこの不動産に支出した必要費、有益費その他

一切の費用並びに乙が支払った第１２条第１項の規定による違約金は、償

還又は返還しないものとする。 

⑷ 甲に損害があれば、甲は、乙にその賠償を請求することができる。 

⑸ 乙に損害があっても、乙は、甲にその賠償を請求することができない。 

 

（乙の原状回復義務） 

第１６条 乙は、前条の規定により契約が解除されたときは、甲の指定する期

日までに売買不動産を現状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、

甲が売買不動産を現状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状

のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書きの場合において、売買不動産が滅失又は毀損している

ときは、その損害賠償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を

甲に支払わなければならない。また、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を

与えている場合には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項の規定により売買不動産を甲に返還するときは、甲の指定す

る期日までに当該不動産の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければな

らない。 

 

（相殺等） 

第１７条 甲が第１３条に規定する買戻権又は第１５条に規定する解除権を行

使した場合については、以下のとおり定める。 

⑴ 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権は譲渡できない。 

⑵ 甲が乙に対して有する違約金請求権は譲渡できない。 

⑶ 乙が甲に対して有する売買代金返還請求権と甲が乙に対して有する違約

金請求権は、甲の買戻権又は解除権の行使により当然に相殺されるものと

する。 

⑷ 甲は、乙が第１４条第３号又は第１５条第３項第４号に規定する損害賠

償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金と相殺するこ

とができる。 

２ 前項の場合において、乙、この不動産の転得者又はこの土地の上に住宅を

所有する者が独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」という。）及び機

構の証券化支援事業によって機構に債権を譲渡することとなる金融機関（以

下これらを「機構等」という。）との間で金銭消費貸借契約を締結し、機構等
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に対して債務を負っているときは、甲は、前項の相殺後の返還金額の範囲内

において機構等の債券相当額を機構等に償還し、残額を乙に返還することが

できるものとする。 

（公租公課） 

第１８条 この不動産に対して賦課される公租公課で、乙を義務者として課さ

れるものについては、乙の負担とする。 

 

（損害賠償） 

第１９条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたと

きは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならな

い。 

 

（契約の費用） 

第２０条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（相隣関係等） 

第２１条 乙は、不動産引き渡し以後において、十分な注意を持って不動産を

管理し、近隣住民その他第三者との紛争が生じないよう留意すること。 

 

（管轄裁判所） 

第２２条 この契約から生じる一切の訴えについては、この不動産の所在地を

管轄する宇都宮地方裁判所大田原支部又は宇都宮簡易裁判所大田原支部をも

って管轄裁判所とする。 

 

(信義則) 

第２３条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければなら

ない。 

 

（疑義等の決定） 

第２４条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、

甲と乙とが協議して定めるものとする。 

 

この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙両者記名押印

の上、各自１通を保有するものとする。 

 

   年  月  日 

 

             甲  大田原市本町１丁目４番１号 

 

                大田原市 代表者 市長 相馬 憲一 

 

乙  

 

 



普通財産公売一般競争入札参加申込みの留意事項について 

 

 

１．一般競争入札参加申込書について 

    一般競争入札参加申込書は物件ごとに１部提出してください。複数の物

件について申し込みをされる場合は、コピーをしてご利用ください。 

 

２．一般競争入札参加申込書の申込者について 

    共有名義で登記を希望する場合は、共有者全員の連名で提出してくださ

い。 

 

３．押印について 

    申込者及び連名者（共有の場合）の印は必ず実印で押印してください。 

 

４．一般競争入札参加申込書の受付について 

    入札参加申込書は、市が指定する入札参加申込受付期間（令和８年９月

７日から９月１１日まで）に提出してください。 

    ※郵送による申し込みは受け付けません。 

 

５．申込物件の変更について 

     申込後の物件変更は、入札参加申込受付期間（令和８年９月７日から９

月１１日まで）に限りできます。 

 

６．所有権の移転登記等について 

    一般競争入札参加申込書に記載された名義で売買契約及び所有権移転

登記を行います。共有での登記を希望される場合は、入札参加申込書に共

有者全員が連名で申込みをしてください。なお、共有者それぞれの持分も

必ず記入願います。 

 

７．その他 

    入札の参加を希望する方は、本要領に記載された事項等について熟知し

ておいてください。なお、不明な点がございましたら下記にお問い合わせ

ください。 

 

 

 

【問合せ先】 

大田原市役所総務課管財係 

電話 ０２８７－２３－８７９５ 



様式第１号（第９条関係） 

 

普通財産公売一般競争入札参加申込書 

 

令和  年  月  日 

大田原市長 相馬 憲一 様 

 

令和８年１０月８日に執行の一般競争入札について、次のとおり参加を申し込みま

す。 

なお、現在、私は当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権

を得ない者のいずれにも該当しておらず、また、過去２年間、地方自治法施行令第１

６７条の４第２項第１号から第７号までの規定に該当したことがないこと及び暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に該当しないことを誓約

します。 

 

１ 申込者 

住    所 
〒   －     ℡（   ）    － 

フ リ ガ ナ  

氏名又は名称 

及び代表者名                        実印 

連 

名 
者
（
共
有
の
場
合
） 

住    所 
〒   －     ℡（   ）    － 

フ リ ガ ナ  

氏名又は名称 

及び代表者名                        実印 

住    所 
〒   －     ℡（   ）    － 

フ リ ガ ナ  

氏名又は名称 

及び代表者名                        実印 

 

２ 申込物件（令和８年度第１回） 

物 件 番 号 所  在  地 面   積 

１ 大田原市城山二丁目 1976 番 3 206.96 ㎡ 

受付印 

 

 

 

 

 



様式第２号（第９条関係） 

 

入    札    書 

 

 

１ 入札金額 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

          

※金額の頭に、「￥」又は「金」を記入すること。 

 

 

２ 入札に付する普通財産（令和８年度第１回） 

物 件 番 号 １ 

所 在 地 大田原市城山二丁目 1976 番 3 

 

 

 上記のとおり、地方自治法、同法施行令、大田原市財務規則、大田原市普通財産公

売一般競争入札実施要綱、大田原市普通財産公売一般競争入札応募要領等を順守し、

入札及び契約に関する事項を承認の上、入札いたします。 

 

令和８年１０月８日 

 

  大田原市長 相馬 憲一 様 

 

 

住    所 

 

 

氏名又は名称 

及び代表者名                 実印 

 

 

上記代理人                 届出印 

 

 



様式第３号（第９条関係） 

令和  年  月  日 

 

 

大田原市長 相馬 憲一 様 

 

 

委任者 住 所             

氏 名            実印 

 

 

委   任   状 

 

私は、下記の者をもって代理人と定め、下記物件の売払いにかかる一般競争入札、

随意契約への参加及び売買契約の締結並びにこれらに付帯する一切の権限を委任し

ます。 

 

                 記 

 

 

１．入札物件の表示（令和８年度第１回） 

物 件 番 号 所   在   地 

１ 大田原市城山二丁目 1976 番 3 

※大田原市普通財産公売一般競争入札応募要領のとおり記入してください。 

 

 

２．代理人（受任者） 

代 理 人（受任者） 届出印 

住   所 

 

氏   名 

 

 

電 話 番 号 （    ）     － 

※受任者本人が確認できるもの（運転免許証・パスポート等）を提示してください。 

 

 

（委任状は物件ごとに作成してください。） 

 


